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【本ガイドを利用するにあたっての注意事項】

· 本ガイドは，この文書を直接編集して，地方自治体など計画機関が「地図情報レベル500 数値地形図データ作成のための製品仕様書」，「地図情報レベル1000 数値地形図データ作成のための製品仕様書」及び「地図情報レベル500･1000が混在した数値地形図データ作成のための製品仕様書」（これらを，適用製品仕様書と呼ぶ）を容易に作成できるようにすることを目的としています。

· 最初に，計画機関が作成する適用製品仕様書に応じて，次の文字列置換を実行してください。

「地図情報レベル500 数値地形図データ作成のための製品仕様書」を作成する場合：

「@大縮尺@」   を  「地図情報レベル500」に全置換する。  

「地図情報レベル1000 数値地形図データ作成のための製品仕様書」を作成する場合：

「@大縮尺@」   を  「地図情報レベル1000」に全置換する。  

「地図情報レベル500･1000が混在した数値地形図データ作成のための製品仕様書」を作成する場合：

「@大縮尺@」   を  「地図情報レベル500･1000が混在した」に全置換する。  
· 前ページならびに本ページは，適用製品仕様書作成ガイドとしての表紙ならびに更新履歴です。実際に計画機関が適用製品仕様書を作成する際には，この２ページを除いて，次ページからの表紙ならびに更新履歴を用いてください。本ガイドの説明で「表紙」「更新履歴」と呼んでいるのは，次ページ以下の表紙・更新履歴のことです。
· ≪≫にはさまれた赤字標記は，作成ガイドとしての説明文であり，その記述内容に従ってこの文書を編集し，適用製品仕様書を作成してください。そして，適用製品仕様書を完成する際には，その作成ガイドの記述は削除する必要があります。
· 最後に「目次」の更新を行えば，適用製品仕様書が完成します。
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1. 概覧
1.1. 製品仕様書の作成情報
本製品仕様書の作成に関する情報は，次のとおりである。
・題名：○○県○○市@大縮尺@数値地形図データ作成のための製品仕様書    ≪この製品仕様書の題名を書く。表紙も変更する。≫
・バージョン：第1.0版  ≪この製品仕様書のバージョンを書く。表紙・更新履歴も変更する。≫
・日付：20nn-mm-dd   ≪この製品仕様書を公開した日付を書く。表紙・更新履歴も変更する。≫
・初版日付：20nn-mm-dd   ≪この製品仕様書の初版を公開した日付を書く。更新履歴も確認する≫ 
・作成者：○○県○○市  ≪この製品仕様書を作成した計画機関名を書く。表紙も変更する。≫
・言語：日本語
・分野：数値地形図データ
・文書書式：PDF  ≪「PDF」もしくは「文書」を指定する。≫
1.2. 目的
この製品仕様書の目的は，○○県○○市@大縮尺@数値地形図データの作成であって，その詳細については，別途，発注等の際の文書に記載している。 ≪この文章に換えて，ここに，この製品仕様書の目的を簡潔に書いてもよい。≫
本仕様書が規定する@大縮尺@数値地形図データ作成のための製品仕様は，基本的に引用規格の１つである「大縮尺数値地形図データ作成のための標準製品仕様書（案）」（以降，「標準製品仕様書」と呼ぶ。）に基づく。本仕様書では，標準製品仕様書を参照することによりその規定を引用し，それとの相違点がある場合には，その点についてだけ記述している。したがって，本仕様書にない内容は，標準製品仕様書に基づき，本仕様書と標準製品仕様書の記述が異なる場合は，本仕様書の規定が優先される。
注）
標準製品仕様書において，「適用製品仕様書」とあるのは，本仕様書のことである。
1.3. 範囲
本仕様書が対象とする空間範囲及び時間範囲は次のとおりである。
1.3.1. 空間範囲

本仕様書で作成する数値地形図データの空間範囲は，○○県○○市を含む範囲とする。

≪ここに，本仕様書を適用する空間範囲を書く。市域の一部を対象とする場合には，その該当の範囲を地区名等で指定する。≫

1.3.2. 時間範囲

本仕様書で作成する数値地形図データの時間範囲は特に定めない。

≪数値地形図データの作成対象となる時間範囲を特に定める場合にはここに記述する。≫

1.4. 引用規格
本仕様書は，次の仕様書を引用する。

· ○○市公共測量作業規程
· 地理情報標準プロファイル（JPGIS）2014
· 大縮尺数値地形図データ作成のための標準製品仕様書（案）（平成26年4月 国土地理院）（本仕様書で「標準製品仕様書」と呼んでいる。）
1.5. 参考文献

本節は，標準製品仕様書1.5の規定に従う。
1.6. 用語と定義

本節は，標準製品仕様書1.6の規定に従う。
1.7. 略語

本節は，標準製品仕様書1.7の規定に従う。
2. 適用範囲

本仕様書の適用範囲は次のとおりとする。

2.1. 適用範囲識別
○○県○○市における道路台帳附図として用いる@大縮尺@数値地形図データの作成に対して適用する。≪ここに，この製品仕様書の適用範囲を簡潔に書く。≫
2.2. 階層レベル
データ集合。
3. データ製品識別

本仕様書にもとづいて作成されたデータ製品の識別情報は次のとおりとする。
3.1. 名称
○○県○○市○○○用数値地形図データ。
≪例えば，道路台帳附図であれば，「○○県○○市道路台帳附図数値地形図データ」≫

3.2. 日付
20nn年mm月dd日。   
 ≪この製品仕様書により発注される数値地形図データ作成作業の納品日を指定する。≫
3.3. 問い合わせ先
○○県○○市○○部○○課
電話番号： xxx-xxxx-xxxx      FAX： xxx-xxx-xxx      E-Mail： xxxxx@xxxx.xxxx.xxx

≪数値地形図データ発注元の部課名，連絡先電話番号，FAX番号，Eメールアドレスを書く。≫

3.4. 地理記述
○○県○○市    ≪数値地形図データの空間範囲を含む市区町村名を書く。≫

4. 数値地形図データの構成

この章は，計画機関が整備する数値地形図データの構成を定義する。

4.1. 総論

この第4章は，数値地形図データを構成する地物について，基本的な地物定義の考え方を示すと共に，具体的に数値地形図データ整備の対象となる地物を選択しその適用範囲を示している。
4.2. 地物定義と応用スキーマ
本節は，標準製品仕様書 4.2の規定に従う。

4.3. パッケージの定義と適用範囲

パッケージの定義と適用範囲については，標準製品仕様書4.3の規定に従う。

≪ここには，数値地形図データとして作成すべき対象の地物を標準製品仕様書 4.3 の 表4-1 で分類されたパッケージ定義を選択することによって指定する。標準製品仕様書 4.3 では，分類されたパッケージの中で，DMレコードパッケージとDM標準地物パッケージだけを適用対象として規定しているので，それに従う場合には，上記に例示したように，
「パッケージの定義と適用範囲については，標準製品仕様書4.3の規定に従う。」
と記述する。
計画機関が，標準製品仕様書の規定とは異なった地物の適用範囲を定める場合には，この節にその内容を記述する必要がある。次にその場合の例文を次に示す。
「パッケージの定義については，標準製品仕様書 4.3の規定に従う。地物定義の適用範囲としては，DM標準地物パッケージおよびDM拡張地物パッケージだけを対象とする。」
また，次の例文は，標準製品仕様書の適用範囲を拡張した場合の例である。
「パッケージの定義については，標準製品仕様書 4.3の規定に従う。地物定義の適用範囲は，標準製品仕様書4.3 に規定されたパッケージに，数値地形モデルパッケージと応用測量線形図パッケージを加えたものとする。」
≫
なお，標準製品仕様書 付属資料Bに示された取得データの分類にもとづいたデータ取得については，以下のとおりとする。
· ○○○
≪数値地形図データとして作成すべき対象の地物として作業規程の準則に定められた取得分類コードにもとづいて選択する場合には，上の箇条書きに選択条件を定義する。（標準製品仕様書4.3に記載された省略時の設定どおりとする際には，上の記述はすべて削除してよい。）
取得対象とするデータの選択条件はできるだけ簡素に定義することが望ましい。もし選択条件が複雑になる場合には，適宜箇条を分けて読者にとって理解しやすいよう工夫する必要がある。なお，定義方法は多岐にわたるため，ここでは典型的なケースについて，記述例を示す。

(1) この適用製品仕様書が地図情報レベル500数値地形図データ作成のためのものである場合であり，

(1a) 標準的な選択基準を用いる場合

取得対象業務に応じて，以下のいずれかを指定する。

「・  標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『一般500』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。」

「・  標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『道路500』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。」

「・  標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『河川500』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。」

(1b)  (1a)の条件のもとで，選択基準としての追加条件を設定する場合

(1a)の箇条の次に別の箇条として以下のような記述を追加する。
「・  ただし，取得分類コード4237（照明灯）及び4238（防犯灯）は取得対象外とする。」

(1c)  (1a)の条件は用いず，個々の取得分類コードごとに個別に選択基準を設定する場合

次の箇条を記述し，その後ろに標準製品仕様書 付属資料Bの表をもとに取得分類コードごとの選択基準を示した表を付記する。

「・ 標準製品仕様書 付属資料Bを用いず，以下に示したデータを取得対象とする。」

(2) この適用製品仕様書が地図情報レベル1000数値地形図データ作成のためのものである場合であり，

(2a) 標準的な選択基準を用いる場合

取得対象業務に応じて，以下のいずれかを指定する。

「・  標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『一般1000』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。」

「・  標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『道路1000』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。」

「・  標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『河川1000』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。」

(2b)  (2a)の条件のもとで，選択基準としての追加条件を設定する場合

(2a)の箇条の次に別の箇条として以下のような記述を追加する。

「・  ただし，取得分類コード4228（起重機）及び5204（桟橋（浮き））は取得対象外とする。」

(2c)  (2a)の条件は用いず，個々の取得分類コードごとに個別に選択基準を設定する場合

次の箇条を記述し，その後ろに標準製品仕様書 付属資料Bの表をもとに取得分類コードごとの選択基準を示した表を付記する。

「・ 標準製品仕様書 付属資料Bを用いず，以下に示したデータを取得対象とする。」

(3) この適用製品仕様書が地図情報レベル500･1000が混在した数値地形図データ作成のためのものである場合

地図情報レベル500で取得する部分と地図情報レベル1000で取得する部分の違いについて，取得作業を実施するにあたって疑義が生じることのないよう明確に定義することが必要である。

(3a) 標準製品仕様書 付属資料Bを利用して選択基準を指定する場合

以下は，道路周辺とその他の地域で取得条件が異なるときの指定例である。

「・  道路及びその周辺部について，各道路縁から道路の外側へ20mまでの範囲では，標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『道路500』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。
・ それ以外の範囲では，標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『一般1000』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。
・なお，取得した各地物の地図情報レベル属性値は，取得データ分類名に対応した値を設定する。」

以下は，地域名により取得条件が異なるときの指定例である。

「・  ○○町及び△△町の範囲は，標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『一般500』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。
・ それ以外の範囲では，標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『一般1000』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。
・なお，取得した各地物の地図情報レベル属性値は，取得データ分類名に対応した値を設定する。」

また，以下は，取得分類コードの範囲により取得条件が異なるときの指定例である。
「・  取得分類コードが21xx及び22xxであるデータについては，標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『道路500』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。
・ その他のデータは，標準製品仕様書 付属資料Bの取得データ分類名『一般1000』で選択対象と指定されたデータのみを選択する。
・ なお，取得した地物の地図情報レベル属性値は，取得データ分類名に対応した値を設定する。」
≫
4.4. クラスの追加定義について

独自に追加定義するクラスはない。

≪計画機関が，標準製品仕様書の規定とは別に独自のクラスを定義する場合には，この節に追加定義するすべてのクラス名を記述する必要がある。また，それらクラスの定義は第5章に，データ品質評価の定義は第7章に記述しなければならない≫
4.5. 図郭について

本節は，標準製品仕様書 4.5の規定に従う。

≪標準製品仕様書 4.5 では，数値地形図データ作成において適用する図郭について規定している。もし，この定義以外で図郭を設定する場合には，その仕様をここに明記する必要がある。
また，数値地形図データ作成にあたって図郭を用いない場合は，上記の文章を以下のように変更して，その旨を明記する。

「数値地形図データを作成する上で，図郭は考慮しないこととし，標準製品仕様書4.5の規定は適用しない。作成された各DM_地物インスタンス及びDM_付属図形インスタンスのDM図郭番号属性には値を設定しない。」

≫
4.6. 地物と図郭との関係

本節は，標準製品仕様書 4.6の規定に従う。

≪標準製品仕様書 4.6 では，図郭境界において地物インスタンスは分割しないことを規定している。 計画機関が，標準製品仕様書の規定とは異なり，図郭境界で地物を分割することを定める場合には，この節にその旨を記述する必要がある。以下にその場合の例文を示す。
本仕様書に基づいて作成する地物は，図面境界で地物インスタンスを分割することとする。なお，その場合，次のような処理を実施して対象データが図郭境界にまたがらないよう配慮することが必要である。
•
点形状地物で注記および位置精度を必要としないシンボル標記については，DM仕様に定めるサイズで描画した時に図郭境界をまたがらないように位置等の調整を行う。
•
線形状地物と面形状地物については，図郭境界でインスタンスを分割しそれぞれに別地物IDを割り当てる。その場合，図郭境界で分割されたインスタンスの端点は図郭境界で同じ座標を持つことが必要である。
•
付属するDM_付属図形もすべて図郭境界でインスタンスを分割し，それぞれが集約されるべき地物のもとに集約する。この場合も，図郭境界で分割されたDM_付属図形の端点は図郭境界で同じ座標を持つことが必要である。DM_付属図形と同一の図郭に集約されるべき地物が含まれない場合は，そのDM_付属図形（複数あるならその中の１つでよい）と同一の空間属性を持った地物を可視フラグ=falseで作成し，その地物のもとに集約する。
•
図郭単位で地物を分割することとなった場合には，微小線分・微小ポリゴンが生じることを考慮し，各地物クラスごとに対応方法を定義する必要がある。
なお，数値地形図データ作成にあたって図郭を用いない場合は，上記の文章を以下のように変更する。

「前節で述べたように，数値地形図データ作成にあたって図郭は用いないため，地物インスタンスと図郭の関係は定義しない。標準製品仕様書4.6の規定は適用しない。」

≫
5. 応用スキーマ

この章は，@大縮尺@数値地形図データの地物クラスについて，JIS X7109およびJIS X7110に準拠した応用スキーマおよび地物カタログとして定義している。
各地物クラスの応用スキーマおよび地物カタログは，標準製品仕様書 第5章の規定に従う。

≪計画機関が，標準製品仕様書の規定とは異なった地物定義を行う場合には，この章にその相違点について詳細に記述する必要がある。≫

6. 参照系

6.1. 時間参照系

本仕様書では，時間参照系として，参照系識別子： GC / JST を採用する。なお，これは，標準製品仕様書 6.1の規定と同一である。
6.2. 座標参照系

本仕様書では，座標参照系として，参照系識別子：JGD2011 / n (X, Y)  および/または JGD2011, TP / n (X, Y), H  を採用する。
ただし，平面直角座標系の系番号はxとする。すなわち，n = xであり，参照系識別子：JGD2011 / x (X, Y)  および/または JGD2011, TP / x (X, Y), H を採用する。
なお，これは，標準製品仕様書 6.2の規定と同一であり，平面直角座標系を限定することを除き，標準製品仕様書 6.2に記されたすべての規定に従う。
≪ここには，作成する数値地形図データの系番号を指定する。本文のx（４箇所あり）は，系番号の記述位置を示しており，そこに系番号を指定する。≫ 

7. データ品質評価

データ品質評価については，標準製品仕様書 7の規定に従う。

≪計画機関が，標準製品仕様書の規定とは異なったデータ品質評価を行う場合には，この章にその相違点について詳細に記述する必要がある。応用スキーマや地物カタログについて仕様を変更した場合には，それに対応してデータ品質評価の内容も変更する必要がある。≫

8. データ製品配布
8.1. 配布媒体情報

本仕様書では，配布のためにデータセット及びメタデータを格納する媒体は特に定めない。なお，これは，標準製品仕様書 8.1の規定と同一である。
8.1.1. 単位

データセットの単位については，標準製品仕様書8.1.1の規定に従う。
≪計画機関が，既存データの利用や現行システムとの整合確保等のため従来どおり図郭単位でファイルを作成する必要があると判断した場合には，そのことをここに明記する必要がある。≫
8.2. 配布形式情報
8.2.1. データセット構成

データセットの構成は，標準製品仕様書8.2.1の規定に従う。
≪標準製品仕様書8.2.1の規定にもとづいたデータセット構成を要求する場合，通常は，成果物全体を１つのデータセットとしてまとめて作成することになる。（更新データセットは別データセットとなるが，このガイド文では新規データセットの扱いについて述べている。また，１つのデータセットが物理的には複数のデータファイルに分かれる場合があるが，データセットについて述べている。） しかし，作業対象地区や地図情報レベルの違いなどにより複数のデータセットに分けて作成する場合もあり得る。特に，１つのデータセット内に地図情報レベルの異なる地物が混在した場合，データ品質評価においては，そのデータセット内で精度が最も高い地図情報レベルの適合品質水準を適用する必要があることから，地図情報レベルごとに別のデータセットとして作成することが望ましいと考えられる。一方，特定のクラスだけ地図情報レベルを下げて独立したデータセットとして作成しても，そのデータセット単体ではデータ品質評価できないこともある。その場合には，他のクラスとまとめて１つのデータセットとするか，もしくは，あくまでも独立したデータセットとして作成しておき，他のデータセットと一緒に品質評価を実施することが必要となる。これらのことを総合的に評価した上で，複数のデータセットに分けてデータ作成を指示する場合には，その旨を明記する必要がある。その際は，この項に記述するか，もしくは，適用製品仕様書ではなく別の文書等で通知する。いずれにせよ，データ品質評価の方法についても言及しておく必要がある。
計画機関が，情報欠落を考慮した上で，データセットの構成をDM仕様による84バイト固定長ファイル形式とする場合は，そのことをここに明記する必要がある。≫
8.2.2. 符号化規則

符号化規則は，標準製品仕様書8.2.2の規定に従う。
≪計画機関が，文字セットをUTF-8 などとする場合は，そのことをここに明記する必要がある。≫
≪計画機関が，情報欠落を考慮した上で，符号化規則をDM仕様による84バイト固定長ファイル形式への符号化とする場合は，そのことをここに明記する必要がある。≫
8.2.3. 言語
データセット中の言語は日本語を使用する。なお，これは，標準製品仕様書8.2.3の規定と同一である。
8.2.4. 符号化仕様におけるタグ名
符号化仕様において用いるタグ名には，クラス名・属性名・関連役割名をそのまま使用する。なお，これは，標準製品仕様書8.2.4の規定と同一である。
8.2.5. 地物のオブジェクトID（UUID）に関する符号化仕様
地物オブジェクトIDの符号化仕様は，標準製品仕様書8.2.5の規定に従う。なお，地物オブジェクトIDを構成する要素値の中で，少なくとも，データ種別（aa），数値地形図データ作成機関コード（bbbbb），作成年度（cc），年度内作業連番（ddd）には,次の値を設定することとする。
	地物オブジェクトIDの要素
	設定値
	備考

	データ種別（aa）
	≪aa≫
	

	数値地形図データ作成機関コード（bbbbb）
	≪bbbbb≫
	

	作成年度（cc）
	≪cc≫
	

	年度内作業連番（ddd）
	≪ddd≫
	



≪標準製品仕様書8.2.5の仕様に基づいて，表の各設定値を指定する。設定値が複数ある場合などには，備考に設定値選択条件を記述する。
計画機関が，地物オブジェクトIDの仕様を別に定める場合は，その定義内容をここに明記する必要がある。≫
8.2.6. 地物の付属図形，付属属性のオブジェクトID（UUID）に関する符号化仕様

地物の付属図形，付属属性のUUIDについての符号化仕様は，標準製品仕様書8.2.6の規定に従う。
≪計画機関が，地物の付属図形。付属属性についてのUUIDの仕様を別に定める場合は，その定義内容をここに明記する必要がある。≫
8.2.7. 空間オブジェクトのUUIDに関する符号化仕様

空間オブジェクトのUUIDの符号化仕様は，標準製品仕様書8.2.7の規定に従う。
≪計画機関が，空間オブジェクトのUUIDの仕様を別に定める場合は，その定義内容をここに明記する必要がある。≫
8.2.8. 空間オブジェクトの空間参照系設定に関する符号化仕様

空間オブジェクトの空間参照系設定に関する仕様は，標準製品仕様書8.2.8の規定に従う。
≪計画機関が，空間オブジェクトの空間参照系設定の仕様を別に定める場合は，その定義内容をここに明記する必要がある。≫
8.2.9. メタデータIDに関する符号化仕様

メタデータIDに関する符号化仕様は，標準製品仕様書8.2.9の規定に従う。
≪計画機関が，メタデータIDの仕様を別に定める場合は，その定義内容をここに明記する必要がある。≫
8.3. 地物インスタンスの符号化例

地物インスタンスの符号化例は，標準製品仕様書8.3で提示された例を用いる。
8.4. 更新データセットに関する仕様
更新データセットに関する仕様は，標準製品仕様書8.4の規定に従う。なお，この節を構成する各項目については，以下の規定に従う。
≪計画機関が，更新データセットの仕様を別に定める場合は，その定義内容をここに明記する必要がある。その際，必要に応じて，以下の各項に記述を分けることを考慮する。≫
8.4.1. 追加地物

追加地物に関する符号化仕様は，標準製品仕様書8.4.1の規定に従う。
8.4.2. 更新地物属性
更新地物属性に関する符号化仕様は，標準製品仕様書8.4.2の規定に従う。
8.4.3. 削除地物

削除地物に関する符号化仕様は，標準製品仕様書8.4.3の規定に従う。
9. メタデータ

9.1. メタデータの形式

本仕様書にもとづく地理空間データ製品に関するメタデータは JMP2.0 にもとづいて作成される。なお，これは，標準製品仕様書9.1の規定と同一である。
メタデータは，JMP2.0メタデータエディタを使用して入力・編集することができる。
≪計画機関が，メタデータの形式を別に定める場合は，その定義内容をここに明記する必要がある。≫
9.2. 作成単位

メタデータは，数値地形図データの整備作業単位ごとに作成することを基本とする。なお，これは，標準製品仕様書9.2の規定と同一である。
≪計画機関が，メタデータの作成単位を別に定める場合は，その定義内容をここに明記する必要がある。≫
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